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会計の機能とディスクロージャー
松尾率正
はじめに
前世紀末から今世紀にかけて，会計は凄まじい激変を遂げ，経済社会を
根幹から揺るがしている。会計基準の面では，数々の基準が新設，改訂，
施行され，ディスクロージャーの面では電子開示が開始され，甚準設定主
体が公的機関から民間組織に移行した。これらが経済社会の有り様に根底
から変革を迫っている。まさに，会計が経済のインフラといわれるに相応
しい存在感を示している。こうした会計の変革に共通するキーワードは，
グローバリゼーションである。
会計のグローバリゼーション，取りも直さず経済のグローバリゼーショ
ンは，必然的に，会計の機能の再検討を問い掛けている。会計の機能の見
直しの背後には，会計制度の変革がある。会計制度の変革は，当然のこと
ながら，ディスクロージャーの変革を伴う。
そこで，本稿では，会計が種々の側面で変化していることを明示しつつ，
会計の機能の変異を突き止め，ディスクロージャーをめぐる変革を明らか
にしよう。
1 会計情報の役割
会計情報が果たす代表的な役割には，利害調整機能と情報提供機能があ
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本節では，各機能の意味・内容と両機能の関係を明らかにする。会計の
機能は，商法及ぴ証券取引法と深く係わり合っているので， 2節及ぴ3節
でそれらの法の下での会計を検討した後， 4節において両機能の位置づけ
の変化を明示する。
(1) 利害調整機能
会計情報が企業の利害関係者間のコンフリクトの解消に果たしている重
要な役割を利害調整機能という。利害調整機能は成果配分支援機能とも呼
ばれる。
企業が発行する株式を購入すれば，株主としていくつかの権利を行使で
きる。株主の権利には，株主総会で議決権を行使することによって経営意
思決定に参画できる共益権と配当や株価の値上がり益を享受できる自益権
がある。株主が自己の資源の管理・運用を経営者に託すのは，経営者が株
主の意図を介した資源管理・運用を行うことによって，一定の成果を経営
者が挙げることを期待するからに他ならない。ところが外部株主にとって
は，経営内部の状況は定かではないから，経営者の行動をモニターするた
めに会計情報の公表を求めることになる。しかしそれでもなお，経営活動
の成果は経営者の行動とその行動が基礎を置く環境条件に依存するから，
外部株主にとって，経営活動成果が行動と環境条件のいずれに大きく依存
しているのかは明らかではない。そこで経営者の報酬を会計上の利益に連
動させるような経営者報酬制度を設けることによって，経営者の資源管理
が適切であればあるほど経営者の利益も株主の利益も上がるシステムを構
築しようとする。会計情報やそこに示された利益数値が，このように経営
者と株主との間の利害調整システムとして役立つことができる。
株主に比べて，債権者の権利は随分制限されている。株主は上記の権利
のほか，出資先企業が倒産した場合でも，引き受ける責任の範囲は，自己
の出資額を上限とした有限責任である。
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これに対して，債権者は，当該企業の業績の善し悪しに関わらず，契約
で定められた利子を受け取る権利を有しているが，経営に参画できないの
はもとより，企業倒産時には元金の回収が不可能になる危険さえ負わされ
ている。もし株主の過大な配当決議によって多額の現金が社外流出し，企
業の存続が危機に陥ることがあれば，債権者の権利は著しく侵害されるこ
とになる。
そこで，債権者を保護するために考え出されたのが配当規制である。ゎ
が国では，商法が，金銭の分配により配当を行う場合には，その上限額は
貸借対照表の資産総額から負債総額を差し引いた純資産額から，法定資本
および法定準備金を控除した額としている1)。この上限額は，過去から現在
まで社内に蓄積・留保された利益の金額に相当する。また，無担保社債を
発行する場合には，社債権者の信頼を確保するために，一定水準以上の利
益額や純資産額を維持する契約を，会社は社債権者との間で締結する。契
約に抵触すれば，繰上償還や担保設定契約が結ばれることになる。
このように貸借対照表，損益計算書を中心とする会計数値に関する情報
が，株主と債権者との間の利害を調整するためにも不可欠となる。
(2) 情報提供機能
情報提供機能は意思決定支援機能とも呼ばれる。投資者が株式や社債な
どの購入に関して行使する判断を投資意思決定という。投資に関する判断
は，投資対象会社の財務内容に関する良否をもとに行われるから，投資意
1)従来，商法は，第288条において，利益準備金として積み立てる額を，利益準備金
単独で資本の4分の 1に達するまでと規定していた。ところが，平成13年6月22日
に「金庫株」解禁を目的として議員立法で可決・成立した「商法等の一部を改正す
る等の法律案要綱」において，利益準備金として積み立てるぺき額は，資本準備金
の額と合せて資本の4分の 1に達するまでと改訂した。
その結果，法定準備金の額が従来より大幅に縮小し，配当可能利益の額がその分
だけ拡大することになる。このことは，債権者に対する担保力の低下を意味すると
ころから，商法の債権者保護の精神が問われることになる。
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思決定に際しては当該投資対象会社の会計情報が不可欠になる。
元来，投資者は，当初から，彼等の保有資金を株式や社債の購入に充て
ることを意図しているわけではない。そうした判断に到達する以前に，保
有資金の使途として彼等は多数の選択肢を有している。たとえば，商オが
あれば，自己責任のもとに保有資金を元手にして自ら事業を展開すること
によって，大きな成功を夢みることも出来るし，また安全確実な預貯金を
行うことによって，元本の確実な増殖を図ることも出来る。投資意思決定
は，いくつかあるそうした選択肢の中の 1つなのである。言い換えれば，
投資者にとって，彼等が行使する投資判断は，彼等の選択肢のなかで彼等
に最も有利な状況の実現を期待させうるものでなければならない。会計情
報はそうした投資判断に利用される。
証券の取得から得る収益を投資収益（リターン）というが，株式を取得
すれば，配当と株価の値上がり益を期待でき，社債とりわけ普通社債を取
得すれば，利息と社債価格の値上がり益を期待できる。高収益（ハイ・リ
ターン）を得ようとすれば，それに応じて高い危険（ハイ・リスク）を引
き受けなければならない。逆にハイ・リスクを回避したければ，それ相当
のロー・リターンに甘んじざるを得ない。
こうしたリスクとリターンを投資対象企業について推測するには，会計
情報なかでも財務諸表に示された会計数値が重要になる。
投資判断を行うには，投資対象企業の収益性，安全性，成長性などに関
する指標を会計数値を使って求めることになる。会計数値をもとにしたそ
うした指標も単独の絶対数値としては大して意味がなく，その指標を企業
間比較によって当該企業の相対的地位を判定したり，あるいはまた特定企
業の期間相互の比較によって当該企業の時系列傾向の判定に使用すること
によって，指標の意義はより一層高まる。
会計情報とりわけ会計利益に関する情報が，投資意思決定の立場から投
資判断に役立つかどうかという見方は， 1960年代中頃に急速に高まった。
アメリカ会計学会 (AmericanAccounting Association, AAA)が1966年に公
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表した「基礎的会計理論に関する報告書 (AStatement of Basic Accounting 
Theory, ASOBAT)」が，この見方の普及に大変貢献した。 ASOBATは，
会計情報は投資意思決定に役立つことによってはじめで情報としての有用
性が認められるという，意思決定有用性アプローチを展開した。このアプ
ローチによれば，企業に関する投資上の意思決定は将来を指向していて，
将来に向けた判断は不確実な状況下で行われるから，情報はそうした不確
実性の軽減に役立ってこそ価値がある，ということになる。
意思決定有用性アプローチを会計情報に当て嵌めると，既に経過した過
去に関する情報たとえば原価情報は確定済みの状況を反映しているので，
以前に下した経営者の判断を客観的に回顧するのに役立っても，将米を予
測するにはそのままでは役立たない。他方，時価情報は現在の状況を反映
しているので，原価情報と比べて将来予測に役立つ。たとえば，時価評価
による評価損益に関する情報は，当該評価損益が将来の価格変動によって
取り消されるかも知れないという不確定性を伴うけれども，現時点の実態
を反映しているという意味において将来予測にはある程度有用だ，という
ことになる。
このように投資意思決定に役立つ情報を提供する会計の機能を称して，
会計の情報提供機能と呼ばれている。
会計情報に基づく投資者による投資意思決定の結果は，いうまでもなく
企業の資金調達に影響を与え，会社間の資源配分を左右することによって
経済社会全体の富のあり方に影響を及ぽすことになる。
提供する会計情報の精粗は，情報を利用する投資者の洗練度によって異
なる。平均的投資者にとっては詳細かつ大量の情報は情報過多となろうが，
洗練された熟練した投資者すなわち専門的教育を受けた経験十分な投資者
にとっては，逆に，詳細かつ大量の情報が必要になろう。
最近では，さらに，外国人投資家の動向が株式市場で重要なウエイトを
占めつつある。全国証券取引所協議会の平成12年度 (2000年度）株式分布
状況調査によれば，市場価格でみた外国人の株式保有比率が調査開始(1970
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年度）以来最高の18.8%に達している。 5%程度に過ぎなかった10年前と
比較して飛躍的な増加である。こうした動向が，企業の会計行動にどのよ
うな影響を与えるのかにも注目する必要がある。
(3) 利害調整機能／情報提供機能と資産評価の関係
両機能を上述の資産評価に関係付けて対比してみよう。価格が上昇して
いる時に，保有している資産を上昇中の価格を反映した時価で評価替えす
れば，その結果として，評価替えによる利益が計上される。この利益が資
産の売却によって得た利益と異なるのは，利益に貨幣の裏付けがあるかど
うかに依っている。資産の売却は，普通，対価として貨幣性資産の流入を
伴うから，結果として獲得された利益は流入した貨幣によって裏付けられ
ている。これに対して，評価替えの結果として計上された利益は，対象と
している資産は依然として手元に保有されていて売却されていないから，
貨幣の裏付けがない。両者の利益の差異はここにある。また，この点にこ
そ，両機能の違いがある。
情報提供機能ないしは意思決定支援機能は，会計数値に関する情報が，
将来に向けた投資判断を行使するのを助けるのに十分な現時点の市場環境
下での実態を反映しているかどうかが重大になる。この意味で，評価替え
された資産価額に関する情報は，当該資産が将来産み出す可能性のあるキ
ャッシュ・フローの予測を可能にする点で，情報としての有用性を有する
ことになり，意思決定支援といわれる所以がある。そこでは，結果として
の利益の貨幣的裏付けの有無は問題ではない。
利害調整機能ないしは成果配分支援機能では，利益の貨幣的裏付けの有
無が重要なポイントになる。経営者・株主間や株主・債権者間で生ずるコ
ンフリクトの最大の原因は，現金の流出を伴う過大なボーナスや配当によ
って，企業価値や俵権を保証する財産が減少することにあり，ポーナスや
配当は利益を基準とするから，彼等の間の成果配分を適正にし，ょって彼
等間の利害を調整するには，貨幣の裏付けのある処分可能な利益が必要な
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のである。
2 商法と会計
商法による会計規制は，商人全般の会計事象に及ぶが，ここでは株式会
社に限定して論ずることにする。
株式会社の本質的特徴は，株主の有限責任制と株式の自由譲渡性にある。
株主が会社の責務に対して負う責任は，自己の出資額を限度としている。
そのうえ，株主は所有株式の転売により，必要に応じて，証券市場を通じ
て，出資額を回収することができる。もちろん，株主はできるだけ多くの
配当を受け取ることも望んでいる。
これに対して，会社の債権者は会社の純財産が保全され，債権担保力が
高まることを望んでいる。
そこで，商法は株主有限責任との関係で，会社の債権者を保護するため
に，会社の財産が不当に流出しないように種々の規制を行っている。一方
では，会社債権者に対する債権担保力を損なわないように資本維持・充実
を図りながら，他方では，債権担保力を侵害しないように株主に配当でき
る範囲，すなわち配当可能利益を規制している。商法の資産や負債の貸借
対照表能力に関する規定は，この配当可能利益に関する規制を中心として
構成されている。面法による配当可能利益に関する規制を指して，一般に，
株主と債権者との利害の調整と呼ばれている。
商法による会計規制のもう一つの重要な要求は，経理内容の開示である。
株主は自己の財産の管理・運用を経営者に委託し，経営者は委託された資
源をもとに経営活動を遂行する。ここに資源の委託・受託関係が成立する。
受託した資源を効率的に運用するように経営活動を遂行するという受託責
任が経営者に生ずるのはこの関係に依る。それのみならず，経営者には，
受託責任のもとに，委託者である株主に対して，活動結果を報告する責任，
すなわちアカウンタビリティも生ずる。おおよそ，｛也人の財産の保全・ 管
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理・運用を引き受けると，
?
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その顛末を報告する義務が生ずるのは，世の常
である。経営者が株主に対して負う責任はその典型といえる。
そこで商法は会社の経営者である取締役に対して，次の書類を作成・承
認したうえ，①,②，③およぴ④から成る「計算書類」については，株主
総会の承認を得ることを求めている。
??????
貸借対照表
損益計算書
営業報告書
利益の処分または損失の処理に関する議案
附属計算書
株主総会でこれらの書類が承認されると，貸借対照表またはその要旨を
遅滞なく公告しなければならないことになっている。また，大会社（資本金
5億円以上または負債合計200億円以上）には，監査役による監査のほか，会
社外部の公認会計士等から成る会計監査人による監査を受けることを商法
は求めており，総会での報告・承認の後叫貸借対照表・損益計算書または
その要旨を遅滞なく公告することが義務づけられている。
平成13年4月18日に法務省民事局参事官室が公表した『商法等の一部を
改正する法律案要綱中間試案』ー以下「商法改正中間試案」ーによれば，
商法の資産評価規定を法務省令に委任することを提起している（「商法改正
中間試案」第20)。その際，有価証券報告書提出会社について，商法と証券取
引法に基づく 2重開示の負担を軽減するために，財務諸表等規則に準拠す
ることが適当である， との意見があることが紹介されている（法務省民事局
参事官室 [2001],35頁）。
2)従来，会計監査人及ぴ監査役が貸借対照表及び損益計算書を「適法」としたとき
には，株主総会の承認を要せず，報告すれば足りることになっていた（「株式会社の
監査等に関する商法の特例に関する法律」第16条）が，商法改正中間試案は，さら
に，利益処分案についても，会計監査人及ぴ監査役の適法意見があるときは株主総
会の承認を要しないことを提起している（「商法改正中間試案」第18の1)。
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商法改正中間試案は，大会社に対して，企業集団に関する情報開示を充
実するために，連結貸借対照表及び連結損益計算書の作成を義務づける案
が提起されている。連結計算書作成の義務づけは，開示の充実の観点に基
づくために，株主総会の承認を要せず，その内容を報告しなければならな
い（「商法改正中間試案」第21,第21の1-6)。
商法改正中間試案から，商法が証券取引法に歩み寄る姿勢が鮮明になっ
た。しかし，商法に甚づく会計情報の役割が，基本的には，成果配分指標と受
託責任遂行状況判定指標を提供することにあることには変わりない。変わ
るのは，証券取引法に墓づく情報提供機能との棲み分けである (4節参照）。
ところで，商法計算書類の記載方法は，法務省令として「株式会社の貸
借対照表，損益計算書，営業報告書及び附属明細書に関する規則」（一般に
「計算書類規則」と呼ばれている。）が制定されている。
それゆえ，商法による会計規制は次のようになる。
会計処理基準（実質規定） 法務省令（「商法改正中間試案」）
記載方法（形式規定） 計算書類規則
3 証券取引法と会計
株式会社の規模の拡大につれて，会社の経営に参画しない一般投資家が
多数生まれる「所有と経営の分離」現象が生じたこと，また，それととも
に証券市場が発達したことを背景として制定されたのが証券取引法であ
る。
証券取引法は，株式や社債などの有価証券の発行およぴ売買等の公正な
取引（証券発行市場）とそれらの証券の円滑な流通（証券流通市場）を保証す
ることを通して，投資家を保護する目的で，昭和23年にアメリカの1933年
証券法および1934年証券取引所法の考え方を取り入れて制定された。した
がって，証券取引法の会計規制は，企業財務内容情報開示に関して，証券
の発行市場と流通市場に及んでいる。
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発行市場における発行開示書類
発行価額総額1億円以上の有価証券の募集もしくは売出しの場合
有価証券届出書，目論見書
発行価額総額1億円未満の有価証券の募集もしくは売出し，または募
集によらずに 1億円以上の少人数私募の場合
有価証券通知書
流通市場における継続開示書類
有価証券報告書，半期報告書，臨時報告書
発行価額総額1億円以上の有価証券の募集もしくは売出しを行う場合，
アメリカ証券取引委員会 (Securitiesand Exchange Commission, SEC)の統
合開示制度に倣って，発行開示の際に継続開示書類である有価証券報告書
を重視する日本版統合開示が制度化されている。この制度によれば，証券
の募集・売出しに際して，一定の要件を満たせば，有価証券届出書におけ
る第二部「企業情報」を新たに作成する必要はなく，有価証券報告書でも
って「企業情報」に代用できる（証券取引法第23条の2)。また，こうした発
行開示手続き簡索化措置の一つである「参照方式」の採用が認められる利
用適格要件3)を満たす会社は，一定期間内の発行予定額，有価証券の種類等
3)企業内容等の開示に関する内閣府令ー以下「開示府令」ーは，次の利用適格要件
を定めている。
① 1年間継続して有価証券報告書を提出していること（開示府令9の4②)。
② 本邦の証券取引所に上場されている株券または証券業協会に登録されている株
券を発行している会社で，かつ次のいずれかに該当すること（開示府令9の4④
）ー。
イ 売買金額が100億円以上で．かつ時価総額が100億円以上であること。
売買金額および時価総額の算定は，届出書提出日前6月のいずれかの日を算
定基準日として，次の計算による（企業財務制度研究会『証券取引法における
新「ディスクロージャー制度」詳解』税務研究会出版局， 2001年,68頁）。
(i)上場B又は店頭登録B後3年6月以上経過している場合
売買金額＝算定基準B前3年間の売買金額合計73
時価総額＝算定基準B,前年応当日，前々年応当日の時価総額の合計73
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を記載した発行登録書を提出しておけば，実際の発行時には新たに届け出
なくても，発行条件等の「証券情報」のみを記載した発行登録追補書類を
提出するだけで売り付けが可能となる「発行登録制度」が，現行証券取引
法に導入されている（証券取引法第23条の3)。
証券取引法は有価証券届出書，有価証券報告書などの発行開示・継続開
示書類を内閣総理大臣に提出させるとともに，その写しを証券取引所に提
出させて，公衆の縦覧に供することを義務づけている。財務諸表はこれら
の届出書や報告書に含まれる重要な書類の一つである。
すでに株式や社債を所有している現在の投資家，あるいはそれらの証券
の所有を計画している将来の潜在的投資家は，届出書や報告書に含まれて
いる財務諸表を中心とする会社の財務内容に関する情報にもとづいて，証
券市場で株式，社債等の有価証券の売買に関する投資意思決定を行う。
配当可能利益の規制を目的とする商法とは違って，証券取引法は投資家
の投資意思決定を助けることを目的としているから，会計期間が1年の会
社に対しては半期報告書の作成，提出，縦覧をも義務づけ，さらに連結中
心思考の下では，連結子会社の重要な災害の発生，株式交換，株式移転，
(ii)上場日又は店頭登録日後2年6月以上3年6月未満経過している場合
売買金額＝算定基準H前2年間の売買金額合計-i-2 
時価総額＝算定基準B,前年応当日の時価総額の合計-i-2 
(ii)上場H又は店頭登録H後 2年6月以上満経過していない場合
売買金額＝算定基準H前1年間の売買金額合計
時価総額＝算定甚準Bの時価総額
ロ 3年平均時価総額が250億円以上であること（算定方法はイと同じ）。
ハ 金融庁長官が指定した指定格付機関（の）のいずれか一つにより，既に発行
した社債券のいずれかに金融庁長官が指定格付機関ごとに指定した格付（特定
格付）が付与され，かつ，他の指定格付機関により，既に発行した社債券又は
届出をしようとする社債券のいずれかに特定格付が付与されていること。
二 法令により優先弁済を受ける権利を保証されている社債券（転換社債券およ
ぴ新株引受権付社債券を除く）を既に発行していること（電力債等）。
①を登録者要件といい，②を取引要件という。①，②の両要件を満たしている会社
が「参照方式」の使用を認められる。
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会社の合併などの事象の発生，訴訟の提起・解決などの場合には，臨時報
告書の作成，提出，縦覧をも義務づけることによって，タイムリー・ディ
スクロージャーを促進している。
さて，企業活動の多角化，国際化，集団化の進展に伴い，上記の有価証
券届出書，有価証券報告書，半期報告書，および臨時報告書の記載事項が，
平成10年 (1998年）における証券取引法改正により，従来の個別ベースか
ら連結ベースに移行した。
法的には独立しながら経済的には一体化しているグループ全体の財務内
容の測定・開示を重視する連結中心思考への移行と共に，キャッシュ・フ
ロー計算書が新たに基本財務諸表として加わった。したがって，財務諸表
は，連結ベースでは，連結貸借対照表，連結損益計算書，連結剰余金計算
書，連結キャッシュ・フロー計算書および連結附属明細表から構成される
ことになる。
これらの財務諸表は，その適正性が第三者によって保証されていなけれ
ばならない。そうでなければ，証券の公正な取引と円滑な流通を図ること
は難しい。そこで，証券取引法は，会社と特別な利害関係がない公認会計
士または監査法人が，財務諸表を監査することを要求している。
ところで，証券取引法は，上記の財務諸表を作成するに際して，準拠す
べき会計処理の基準については，企業会計原則，連結財務諸表原則，外貨
建取引等会計処理基準，セグメント情報開示基準， リース取引会計基準，
研究開発費会計基準，退職給付会計基準，税効果会計基準，金融商品会計
基準，中間連結財務諸表作成基準，連結キャッシュ・フロー計算書作成基
準等，すなわち「一般に公正妥当と認められた会計原則(GenerallyAccepted 
Accounting Principles, GAAP)」に依ることとし，記載方法については，総
理府令として，個別財務諸表に関して「財務諸表等の用語，様式及ぴ作成
方法に関する規則」（一般に「財務諸表等規則」と呼ばれている。）を定め， さ
らに同規則の解説の役割を果たすものとして，金融庁が「「財務諸表等の用
語・様式及び作成方法に関する規則」の取扱いに関する留意事項について」
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（一般に「財務諸表等規則ガイドライン」と呼ばれている。）を定めている。同
様に，連結財務諸表の表示甚準として，総理府令で「連結財務諸表の用語，
様式及ぴ作成方法に関する規則」（連結財務諸表規則）を定め，金紬庁が「同
取扱いに関する留意事項について」（連結財務諸表規則ガイドライン）を定め，
また中間財務諸表の表示基準として，個別ベースで「中間財務諸表の用語・
様式及び作成方法に関する規則」（中間財務諸表規則）および「同取扱いに関
する留意事項について」（中間財務諸表規則ガイドライン），連結ベースで「中
間連結財務諸表の用語・様式及ぴ作成方法に関する規則」（中間連結財務諸表
規則）およぴ「同取扱いに関する留意事項について」（中間連結財務諸表規則
ガイドライン）を定めている。なお，キャッシュ・フロー計算書に関する表
示基準については，個別，連結，中間の各規則の中で規定している。
したがって，証券取引法による会計規制は，次のようになる。
会計処理基準（実質規定）
企業会計原則，連結財務諸表原則，外貨建取引等会計処理基準，セグ
メント情報開示基準， リース取引会計基準，研究開発費会計基準，退
職給付会計基準，税効果会計基準，金融商品会計基準，中間連結財務
諸表作成基準，連結キャッシュ・フロー計算書作成基準等
記載方法（形式規定）
財務諸表等規則及ぴ同ガイドライン，連結財務諸表規則及び同ガイド
ライン，中間財務諸表規則及び同ガイドライン，中間連結財務諸表規
則及び同ガイドライン
上記の GAAPのうち，企業会計原則，セグメント情報開示基準，及ぴリ
ース取引会計基準を除くすべての会計基準は， 1997年以後に新設・改訂さ
れている。新設・改定基準の特徴は，連結主導，時価導入にあり，根底に
流れる思考は，実態開示優先の考え方である。
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4 会計の機能の変化
従来，会計の代表的な 2大機能として，情報提供機能と利害調整機能が
挙げられ，前者は投資意思決定に有用な判断資料の提供機能として，後者
は典型的には株主・債権者間のコンフリクト調整のための情報提供機能と
して，両者は会計に求められる相並ぶ平行機能として位置付けられてきた。
しかし，会計ビッグバンと称される相次ぐ会計基準の新設・改訂は，会計
の2大機能の関係を変質させている。
新会計基準の根底には企業活動内容に関する実態開示優先の考え方が流
れている。実態開示は事実に即したタイムリーな情報提供によってはじめ
て可能になるので，実態開示優先思考は必然的に情報提供機能を会計の機
能における第 1次機能として位置付けることになる。
わが国では，これまで，証券取引法ならぴに証券取引所適時開示規制が，
投資者保護の視点から投資者への投資判断資料の提供を重視し，これに対
して，商法は債権者保護の視点から配当規制並びに原価以下評価により株
主と債権者の間の利害衝突の調整を重視することによって，会計の 2大機
能の棲み分けが図られてきた。
証券市場の透明性確保のために，会計基準の国際化に向けて基準の新
設・改訂作業を遂行してきた企業会計審議会が，金融商品への時価評価の
導入に際して商法との調整を提言したのを受けて旧法務省と旧大蔵省が共
同で設置した「商法と企業会計の調整に関する研究会」が， 1998年6月に
「商法と企業会計の調整に関する研究会報告書」ー以下「報告書」という
ーにおいて「まず，会計処理方法としての適否の観点から資産評価規定を
検討し，その上で，配当規制の観点から問題の有無を検討していくことが
適当であると考えられる」としたうえで，「商法においても金融商品の時価
評価が導入されることが望ましい」と提言した。「報告書」の提言を下に，
1999年8月に可決・成立した「商法等の一部を改正する法律（平成11年法
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律第125号）」ー以下「改正法」というーは，従来の「取引所ノ相場」を「金
融商品に係る会計基準」に従って「市場価格」と改め，市場価格のある金
銭債権，社債，及ぴ株式を時価評価することを認めた。その際，評価益を
配当財源から控除することを義務付けている（第290条第 1項第6号4)。
このように，商法が債権者保護の立場を堅持しつつも，実態開示の視点
から会計における情報提供機能を優先する考え方を受け入れたことによっ・
て，わが国会計制度上，情報提供機能と利害調整機能が並立する関係から，
情報提供機能を第 1次機能とし，利害調整機能を第2次機能とする関係に
会計の機能の位置づけが変化した。
5 実定法と慣習法
商法と証券取引法による会計規制は，実定法に依っている。実定法の改
編には，国会による決議等一定の手続きと時間を必要とする。しかし，会
計規制の対象は，企業における現実の経済行動の結果として生起する財や
サービスの動きとその状態である。企業の現実の経済事象は，時々刻々，
常に変化している。そうであれば，そのような変転極まりない経済事象を
測定し，開示するルールも，対象の変化にできる限り速やかに対応しうる
に足るだけの弾力性を備えていなければならない。
このような点を考慮して，上記の各法令も法文上明確に定めていない事
柄については，次のように， GAAPに依ることにしている。
商法第32条第2項
「商業帳簿ノ作成二関スル規定ノ解釈二付テハ公正ナル会計慣行ヲ掛
酌スペシ」
財務諸表等規則及び連結財務諸表規則第 1条第 1項
「……財務諸表（連結財務諸表）の用語，様式，及び作成方法は，こ
4)商法改正中間試案は，配当限度額の算定に関する規定も法務省令に委任すること
を提起している（「商法改正中間試案」第20の2)。
102 (496) 第 46巻第 4 号
の規則の定めるところによるものとし，この規則において定めのない
事項については，一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従う
ものとする」
財務諸表等規則及び連結財務諸表規則第 1条第 2項
「金融庁組織令（平成10年政令第392号）第24条に規定する企業会計審
議会により公表された企業会計の基準は，前項に規定する一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に該当するものとする。」
したがって，わが国における会計実務は商法，証券取引法，およびGAAP
によって規制されているが，最終的な会計的判断の拠り所は，慣習規範と
しての GAAPに求めていることになる。それ故，GAAPは各会計法令に対
する指導原理として機能すると同時に，会計実務に対する実践規範として
機能する。しかも，監査報告準則三3(1)において， GAAPが監査意見形成
に際する準拠枠として規定されていることによって， GAAPの実践規範性
がより一層強化されている。図 1は実定法と慣習法のこうした関係を示し
ている。
証券取引法
一般に公正妥当と
認められる企業
会計の基準
（財務諸表等規則及び
連結財務諸表規則
第1条第1項及び第2項）
商法・・・-・・・・・・・・・・・実定法
公正ナル会計慣行
（第32条第2項）
指導原理
GAAP・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ー．．．．．―-慣習法I 、
（企業会計審議会）
量こl実践規範
会計実務
図1 会計規制の枠組み
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6 国際会計基準設定主体の動向
(1) IOSCOによる IASの承認
証券監督者国際機構 (InternationalOrganisation of Securities Commis。
sions, IOSCO)は， 2000年5月17日，シドニーで開催された総会で，クロス
ポーダーの証券募集及び上場を容易にするために，IOSCOのメンバーに対
し，国際会計基準 (InternationalAccounting Standards, IAS)コア・スタン
ダードとそれに関連する解釈指針(『IASC2000基準』）に準拠して作成した財
務諸表を外国会社が使用するのを認めるよう勧告する決議を行った
(IOSCO [2000])。
SECや日本の旧大蔵省など各国の証券市場規制当局から成る IOSCO
は，資本市場の国際化に伴うクロスポーダーな資本移動の増加に対応する
には，高品質で国際的に受け入れられた会計基準を不可避とするとの観点
から，当時の国際会計基準委員会(InternationalAccounting Standards Com-
mittee, IASC)に対して，投資家保護のために必要最低限の会計情報の開示
を保証するコア・スタンダードの開発を求めてきた。
IOSCOの要請を受けた IASCは， 1998年12月にIAS39号「金融商品一認
識及び測定ー」がIASC理事会で承認されたことをもってコア・スタンダ
ードを完成させた。 IOSCOは， IASコア・スタンダードの完成を受けて同
スタンダードを検討した結果， IASを承認することになったのである。
IOSCOメンバーはその決定を遵守することに同意しているから，
IOSCOによる IASの承認決議は，実質的に各国の証券市場規制当局が
IASを承認するのが原則となることを意味している。
(2) IASCの構造改革
IASCはコア・スタンダードの完成と同時に， 1998年12月，「IASCの将
来像」を公表して IASCの構造改革を提案した。その目的は，①会計基準
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を設定する理事会メンバーを従来の各国公認会計士団体の代表からではな
く，各国の会計基準設定権限を有する設定主体から構成し，②理事会メン
バーのうち数人に各国基準設定主体と IASCとの連絡責任 (liaison
responsibilities)を担わせることによって， IASと各国会計基準を一体化
させることにある。
こうした IASCの新機構に対応するのに各国に対して求められる要件
は，①常勤者を有する本格的な会計基準設定主体を持つこと，②デュー・
プロセスにより公開制・透明性を確保すること，③基準設定主体は資金関
係を含めていかなる利害関係からも独立性を持つことである， と言われて
いる（平松 [2000],10頁）。
2000年 5月24日，スコットランドのエジンバラで開催された総会で
IASCメンバーが承認したIASC憲章によれば，会計甚準設定機能を担う
理事会メンバーのうち14名は常勤 (full-time), 2名を非常勤 (part-time)
とし，各国の会計基準と IASとの一致を促進するために，常勤理事のうち
7名は各国基準設定主体と IASCとのリエイゾン責任を公式に担うこと
になっている (IASC[2000], pp.8-9, pars.23,27)。
なお，新理事会メンバーを選任する評議委員会メンバーは，北米から 6
名，ヨーロッパから 6名，アジア・太平洋地域から 4名，その他から 3名
の計19名から構成されるが，アジア・太平洋地域4名のうち 2名が日本か
ら選出されている (IASC[2000], pp.3,22)。
(3) IASC組織改革に対するわが国の対応
IASCの組織改革に対して，わが国は早急な対応を迫られることになっ
た。というのは，従来，わが国の会計基準設定主体であった企業会計審議
会は大蔵大臣の諮問機関として，常設，常勤者を有する機関ではなく，ま
た設定される会計基準もすべての利害関係者の充分な意見表明の機会を保
証されていたわけではなく，また表明された見解がどのように考慮された
のかが明らかでない，要するにデュー・プロセスが保証されていなかった
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からである。IASCの新機構によれば，こうした設定主体からは理事を選出
し得ず，したがって今後設定される IASに自国の見解を充分に反映し得な
くなり，会計基準の国際的な設定から取り残されることになる。
こうした事態を回避するために，メンバーとして旧大蔵省，経済界，証
券界，日本公認会計士協会，会計学界から成る「企業会計基準設定主体の
在り方に関する懇談会」が設置され，検討の結果，民間機関が基準設定機
能を担うのに満たすべき要件を含めた具体的可能性に関する議論を取り纏
めて，平成12年6月29Bに「企業会計基準設定主体のあり方について（論
点整理）」が公表された。
そこでは，民間基準設定主体が備えるべき要件として，
??????
??
② 
独立性
人事の公正・透明性，バランスの確保
会計基準設定プロセスの透明性
メンバーの専門性，多様性
常設・常勤性，即時性，能動性，国際性
を指摘し，民間基準設定機関に求められる次の組織・体制を提言してい
る。
資金調達，人事，運営全般に責任を持つ組織として運営委員会（仮称）
を設置する。
基準の作成に責任を持つ組織として会計基準設定委員会（仮称）を設
??
置する。
当委員会は，常勤者5名程度を含む10-15名程度から成る委員と常勤
を基本とする20名程度から成る専門スタッフから構成する。
実務におけるニーズや投資者の保護の観点に的確に応えていくため
テーマ選定等に責任を持つ組織としてテーマ検討諮問委員会（仮称）に，
を設置する。
この新たな体制が実現すれば，わが国会計基準設定主体としては画期的
な大転換となる。 IASCの新機構や米国における会計基準設定主体と同様
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の組織体制を備えることによって，会計基準の国際的な動向に対応する体
制が整うことになる。
(4) わが国企業に対するインプリケーション
わが国における相次ぐ会計基準の新設・ 改訂が意味しているのは，企業
の事業活動が国際化し，国境を越えた資本の流れが常態化する現実の下で，
会計基準の世界的統一化に向けた収倣と会計情報の国際的な比較可能性の
確保の緊要性である。
そうした状況認識を前提に，わが国企業に対して，次のインプリケーシ
ョンを引き出すことができる。すなわち，わが国企業は，事業活動の国際
化，資本市場の国際化に対応して，会計基準が世界共通化に向けて急速に
収倣しつつあることを認識したうえで，そうした会計基準への対応とそれ
に伴うディスクロージャーの徹底による企業内容に関する透明性の確保に
より，世界の資本市場， したがって投資家から信任を得ることなしに企業
の存続はあり得ないことを認識することである。一言で言えば，実態開示
の重要性を明確にし，ディスクロージャーの充実を図ることが，資本市場
の信任を得るのに不可欠である， との強い認識である。
7 わが国会計基準設定の主体とプロセス
わが国の GAAPは，これまでパプリック・セクターとして，旧大蔵大臣
の諮問機関である企業会計審議会によって制定されてきたが， 2001年8月
7Bに発足したプライベート・セクターである「企業会計基準委員会」が
今後会計基準設定の任務を担うことになり，その運営母体として「財団法
人財務会計基準機構」が，主務官庁の許可を得て， 2001年7月26日に設立
された5)0
5)「財団法人財務会計基準機構」の設立に協力したのは，次の民間10団体及び1研究
組織である。
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わが国において半世紀余りに亘って続いた官主導の基準設定主体を民間
組織に移行させた最大の要因は，会計基準の国際的調和の流れ， とりわけ
国際会計基準を設定してきた各国公認会計士団体の代表から成る IASC
が全面的に改組され，各国基準設定主体から成る国際会計基準審議会
(International Accounting Standards Board, IASB)が国際的に支持される
国際会計基準を制定する基準設定主体として設立され， 2001年4月から活
動を開始することになったことにある。
IASCは全面改組に際して，国際会計基準の設定に携わる新設の IASB
理事メンバー14名中12名は常勤とし，常勤理事を選出する各国の基準設定
主体は常勤メンバーを擁する常設の組織体でなければならないとした。従
来のわが国の甚準設定主体である企業会計審議会は，この常設・常勤の要
件を欠いていた。このことは，旧体制の下ではわが国から IASBに理事を
派遣し得ないだけでなく， IASB理事のうち半数の理事はリエゾンメンバ
ーとして，国際会計基準および各国会計基準設定作業に際して， IASBと各
国基準設定主体とを連携する任務を担うことになっているので，企業活動，
資本市場のグローバル化がますます進展する現実を前にして，わが国会計
が国際的に孤立する危機に追いやられることを意味していた。
わが国会計基準設定史上初のプライベート・セクター「企業会計基準委
員会」は，こうした危機を克服し，わが国の見解が国際会計基準にも反映
されることを目的に設立された。同委員会は，常勤5名を含む15名のメン
バーから構成されることになっている。また， IASB理事には，わが国から
1名がリエゾンメンバーとして選出されている叫
わが国の会計基準設定主体を新旧比較すると，次のようになる。
経済団体連合会， H本公認会計士協会．全国証券取引所協議会， 日本証券業界，
全国銀行協会．生命保険協会． 日本損害保険協会， 日本商工会議所． 日本証券アナ
リスト協会．企業財務制度研究会
6) IASB理事として日本から公認会計士山田辰巳氏が選出されていて,IASBと企
業会計基準委員会との間のリエゾンの任務を担うことになっている。
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旧 新
パプリック・セクター
旧大蔵大臣諮問機関
企業会計審議会
→ プライベート・セクター
→ 財団法人財務会計基準機構
→ 企業会計基準委員会
新基準設定主体に求められるのは，基準設定プロセスの透明性である。
言い換えれば，会計基準に利害を有するすべての関係者が基準設定プロセ
スに参画し得る途を拓くことによって，設定される基準にすべての利害関
係者の意見を反映させ得るデュー・プロセスの確保である。
FASBのデュー・プロセスは，次の一連の手続から構成されている
(Miller, Redding, and Bahnson [1994], p.67.)。
事前調査
↓ 
審議日程ヘー の組み入れ
↓ 
初期一審議
↓ 
I暫定的解決案策定I
↓ 
追加審議
↓ 
最終解決案策定
図2FASBのデュー・ブロセス
デュー・プロセスが政策形成過程にとって重要なのは，規制によって影
響を受ける社会の各層が，設定される規則に対して影響力を行使しうる機
会をえる状況を設けることによって，規制の正当性を維持しえるからであ
る。
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8 証券取引所開示規制
わが国証券取引所は， 1949年に証券取引法に基づいて設立された。証券
取引所は有価証券等の公正な価格の形成と円滑な流通を図る使命を担って
いる。この使命を遂行するために，有価証券の発行体が，当該企業の重要
な投資判断情報を適時，適切かつ公平に開示すること，すなわちタイムリ
ー・ディスクロージャーを保証するシステムが不可欠である。有価証券発
行企業に関するタイムリー・ディスクロージャー保証システム，それが取
りも直さず，証券取引所の適時開示規制である。
適時開示について，証券市場における公正な価格形成の確保及ぴインサ
イダー取引の未然防止を図る観点から，従来，証券取引所が上場会社に「会
社情報適時開示に関する要請等について」と題する要請を行ってきた。1999
年5月，タイムリー・ディスクロージャーの一層の充実を図ることを目的
に，これまでの要請の規則化が図られた（東京証券取引所 [1999])。
適時開示の規則化によって，上場会社には従来の適時開示要請の内容が
義務づけられると同時に，タイムリー・ディスクロージャーを適切に実行
するための措置として，改善報告書の提出を求められることがあり，その
場合，提出に応じなかったり，改善の見込みがない場合には，上場廃止基
準に抵触するものとして取り扱われることになった（東京証券取引所
[1999])。
適時開示が求められる情報には，次の情報がある（久保[1992],36-38頁）。
① 決定事実に関する情報…株式，転換社債及ぴ新株引受権付社債の発行，
資本の減少，株式分割または併合，配当の額
または方法の変更，企業結合または分割，新
製品・新技術の企業化，業務提携またはその
解消等。
② 発生事実に関する情報…災害または業務に起因する損害，主要株主ま
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たは主要株主である筆頭株主の異動，上場廃
止の原因となる事実，訴訟の提起または判決
等，仮処分の申立または決定等，手形等の不
渡りまたは手形交換所による取引停止処分
等。
③ 決算に関する情報…決算内容，業績予想修正等，配当予想修正等，有
価証券含み損
④ 上場外国会社に関するその他の情報…会社制度に関する本国法令等の
変更，自社株の公開買付け，本
国の証券取引所における上場廃
止の原因となる事実の発生。
これらの情報の中で定期的に開示されるのが，決算に関する情報である。
この情報は「決算短信」とよばれ，この情報が制度開示情報の中で，投資
家の意思決定にとって極めて重要であることが多くの先行研究によって明
示されている。上場会社は決算内容が「適正」であることの確証を得れば，
証券取引所適時開示規制にしたがって，速やかに「決算短信」によって決
算発表を行わなければならない（久保 [1992],50-51頁）。その内容は翌日
の全国紙朝刊に掲載されると同時に，株式市場に即座に織り込まれる。「決
算短信」には，当該期間の売上高，経常利益，当期利益などの主要業績の
みにとどまらず，次期の業績予想も発表されるところに情報価値の有用性
を高める大きな要因がある”。
7)業績予想に変更がある場合，その修正については，取引規制省令4条により，売
上高は新規予想値または当期実績値が「公表」済の直近予想値に比ぺて10%以上変
動している場合．経常利益は同比較値が30%以上変動していて．かつ，同比較差額
が前期末の純資産の5%以上の場合，当期利益は同比較値が30%以上変動していて．
かつ，同比較差額が前期末の純資産の2.5%以上の場合に開示を義務付けられている
（久保 [1992],158-159頁）。
会計の機能とディスクロージャー（松尾） (505) 111 
9 電子開示
IT (情報技術）革命の波は，会計にも押し寄せている。証券取引法に基
づくディスクロージャーは，これまで，紙媒体で行われてきた。ところが，
2000年5月，第147通常国会において成立した「証券取引法及び金融先物取
引法の一部を改正する法律（平成12年法律第96号）」ー以下「電子開示法」
というーによって，電子情報開示のための所要の措置が講ぜられ，同年11
月の証券取引法改正により，同法第 2章の4に「開示用電子情報処理組織
による手続の特例等」として規定された。
金融庁が2001年2月9日に発表した「証券取引法及び金融先物取引法の
一部を改正する法律等の一部の施行に伴う電子開示制度に係る政府令案の
概要の公表について」によれば，開示手続の電子化は，次のように段階的
に実施されることになっている。
第一段階 (2001年6月1日）
有価証券報告書，半期報告書，臨時報告書（流通開示手続関係）
第二段階 (2001年6月1日-2002年6月1日）
有価証券届出書，発行登録書，有価証券通知書，公開買付届出書等（発行
開示手続関係）
第三段階 (2002年6月1B -2003年6月1日）
大量保有報告書等
電子開示法による電子情報開示システムは「EDINET(Electronic Disclo・
sure for Investers'NETwork)」と呼ばれる。金融庁が公表している
「EDINET概要書」 (2001年4月）によれば， EDINETを次のように定義
している。
「EDINETとは，有価証券報告書等の開示書類の提出会社が，これま
での紙媒体による提出に代えて，開示書類に記載すべき情報をインタ
ーネットを利用したオンラインで財務（支）局に提出し，これらの開
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示情報を財務（支）局の閲覧室に設置するモニター画面によって公衆
縦覧に供するとともに，インターネットを利用して広く一般に提供す
るシステムである。」
会計情報開示の電子化は， SECが， 1996年から，本格的に「電子式情
報収集・分析・検索システム (ElectronicData Gathering, Analysis, and 
Retrieval System, EDGAR)」として開始している。米国に次いで，既に，
カナダ，韓国でも会計情報開示の電子化は稼働しており（河崎[2001],19 
頁），今や世界の趨勢になろうとしている。
EDINET概要書によれば， EDINETの導入によって， EDINETの利
用者は次のような便益を享受できる。
① 開示書類の提出会社は，開示書類提出のために財務（支）局に行く
必要がなくなり，また開示書類の印刷費用が軽減されるなど，事務負
担が軽減される。
② 投資家は，インターネット等を利用して提出されたすべての開示書
類が閲覧可能となるなど，企業情報への迅速かつ公平なアクセスが実
現する。
なお， EDINETによる提出が原則義務づけられるのは2004年6月から
で，それまでの間は旧様式の書面による提出も認められる（「証券取引法及び
金融先物取引法の一部を改正する法律の施行に伴う金融庁関係内閣府令の整備
に関する内閣府令（平成13年内閣府令第49号）」附則第10条第1項）。
EDINETシステムの概要は，次頁の図3の通りである。
証券取引法に基づく企業情報のほか，証券取引所の開示規制に基づく決
算短信，業績予想，配当予想などの適時開示情報の電子化については，東
京証券取引所TDnet(Timely Disclosure network)が1998年8月から，大
阪証券取引所ED-NET (Electronic Disclosure Network)が2000年から，
日本証券業協会JDS(J asdaq internet Disclosure System)が2001年8月か
ら稼働している8)0 
8)商法も電子開示を商法改正中間試案で提起している（「商法改正中間試案」第25)。
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証券取引所
証券業協会
図3 EDINETシステム概要図
出典：金融所〔平成13年〕
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更に，近年， IR情報（次項参照）を Webサイトに自発的に開示する企
業が急増している。
電子開示の普及は，タイムリー・ディスクロージャーの視点から，情報
利用者に多大な便益をもたらし，そのことが証券市場の効率性の向上に大
いに貢献することになろう。
10 自主開示
商法や証券取引法に基づく法定のディスクロージャーが，近年，急速に
進展しているが，他方で，企業が任意に自主的にアナリスト，機関投資家等
を対象に決算内容や事業活動等に関する情報を提供する投資家向け広報活
動(InvestorRelations, IR)活動も活発に展開されるようになってきている。
IR活動による開示媒体には，次のものがある。
投資家向けIR誌
会社紹介VTR
事業報告書
開示される情報の価値は，主に情報の質，量，及び開示のタイミングに
よって決まるが，企業がIR活動を活発に展開するのは，自社の活動内容に
関する透明性を高め，市場の信任を得るのに， IRによる情報開示が，企業
価値を高めるのに企業にとって裁量の余地ある重要な戦略的手段であるこ
とを認識しているからにほかならない。
11 ディスクロージャーの狙い
企業が実施する自社の活動内容に関するディスクロージャーには，法律
その他の規制に基づく場合と自発的に行う場合とがある。前者を強制開示
といい，後者を自主開示という。
会計ディスクロージャーとは，一般に，株主，債権者をはじめとする企
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図4 ディスクロージャーの類別
業の外部利害関係者の中で，徴税当局のように自己の欲する情報を指定す
る権限をもたず，経営者によって伝達される情報だけに依存する利用者に
対して，企業財務内容に関する情報を提供することをいうので，税法によ
る申告書の作成を除外すると，商法と証券取引法に基づくディスクロージ
ャーは法律に基づいて制度化された強制開示である。商法上のディスクロ
ージャーは債権者保護を目的として，債務弁済能力，成果配分に関する情
報提供を目的としているのに対して，証券取引法上のディスクロージャー
は投資者保護を目的として，業績評価，投資意思決定に関する情報提供を
目的としている。このように制度開示の中でも，商法と証券取引法との間
で，いわゆる「棲み分け」が行われている。
これらのほか，証券取引法に基づいて設立されている証券取引所が，投
資者を保護するために，有価証券の売買取引等の公正かつ円滑な運営を目
的として，上場会社に対して義務づけている適時開示も強制開示に属する。
したがって，証券取引法制度開示と証券取引所適時開示は，投資者保護の
観点から，相互補完の関係にあるが，証券取引法制度開示の中でも中核を
占めている有価証券報告書は，事実確認情報としての信頼性，客観性を旨
としているのに対して，証券取引所適時開示の中心となっている決算短信
は，投資意思決定に対する有用性を旨としている。したがって，ここでも
「棲み分け」が行われている。しかし，証券取引法制度開示の中でも，半
期報告書や臨時報告書は，投資家に提供する情報の有用性の確保を目的と
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それに対して，自社の内容を十分に理解させることを通して，長期安定
的な資金の確保を目的として，企業が自発的に実施する IR活動の一貫と
して行う企業内容情報開示は自主開示である。
以上のディスクロージャーを整理すると，図4のようになる。
強制開示の領城が多くなればなるほど当該企業の活動内容に関する透明
度が高くなり，情報の比較可能性を増す。近年における会計基準の相次ぐ
新設・改訂は，企業財務内容に関する情報の比較可能性の増大を意図して
いる。反面，そうした開示規制の増大は，自主開示領域を狭めることによ
って，経営者の自由裁量の余地が抑制され，経営者の情報開示行動を窮屈
にする。
強制開示と自主開示のレペルは，主に，開示の要索，開示のコスト，ぉ
よび開示のベネフィットによって決まる。開示要索は開示の目的，開示さ
れる情報の質と量，開示のタイミングと方法，開示される情報の利用者か
ら成る。開示のコストには情報提供費，情報利用費，及び開示規制費があ
り，開示のベネフィットには情報提供者，利用者，社会全体のそれぞれが
享受するベネフィットがある。
情報開示の最適水準は，市場の原理によれば，情報需要と情報供給によ
って決まる筈である。しかしながら，通常の私的財とは異なって，情報に
は他人による消費の機会を減らすことなく消費されうるという公共財的属
性と，情報対象についで情報提供者に情報が逼在するという情報非対称性
の故に，さらには情報提供者は情報利用者の情報に基づく行動を予測して
自らの行動を選択する情報誘導(informationinductance)効果の故に，そ
うした市場原理に完全に委ねるのがいいのか， もしくは何らかの規制を加
える必要があるのか，といった情報開示規制の是非をめぐる議論が展開さ
れることになる。詰まるところ，こうした議論は社会的厚生の改善の視点
から判断されることになる。現行制度上は，情報が有するそうした特性の
故に，私的な情報生産を社会的に最適な水準に近似させるには，一定の規
会計の機能とディスクロージャー（松尾）
制が必要と考えられている。
おわりに
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会計諸制度における激変の現実とそこから惹き起こされる会計機能の変
化を明らかにしてきた。そうした変化が意図しているのは，わが国経済シ
ステムのグローバル化への誘導である。
激動する諸制度が，その実効性を挙げうるか否かは，偏に，制度を遵守
する側の姿勢にある。銀行に低価法から原価法への変更を認めたように，
企業の経済実態を不透明にし，そのことによって，わが国の経済システム
に対して，国際的に不信感を深めたような不用意な規制改正を差し控える
と同時に，そうした法案の成立を促すロビイング活動を自重し，新基準を
厳格に遵守することである。
参考文献
American Accounting Association, A Statement of Basic Accounting Theory, 1966. 
IASC, IASC Constitution, May 2000 
IOSCO, PRESS RELEASE, IASC Standards, 17 May, 2000 
Miller, Paul B.W., Redding, Rodney J. and Bahnson, Paul R., The FASB-The 
People, the Process, and the Poliガcs,Third edition, IRWIN 1994 
大蔵省・会計基準設定主体のあり方に関する懇談会「企業会計基準設定主体のあり方に
ついて（論点整理）」『JICPAジャーナル』 No.541(2000年8月号）付録
河崎照行『eディスクロージャーー電子情報開示の理論と実践』中央経済社， 2001年
金融庁『EDINET概要書』平成13年4月
久保幸年「適時開示の理論と実務』中央経済社， 1992年
全国証券取引所協議会『平成12年度株式分布状況調査』乎成13年6月26日
東京証券取引所「会社情報適時開示に関する規則の制定について」東証ニュース， 1999
年5月18日
法務省民事局参事官室「商法等の一部を改正する法律案要網中間試案の解説」『旬刊経理
情報』 2001年6月1日号付録
平松一夫「IASCが投げかける課題と欧米諸国の対応」『旬刊経理情報」 2000年2月20日
号
